「令和７年度指定管理鳥獣捕獲等事業（効果的捕獲促進事業）捕獲業務（竜ヶ岳）」企画提案書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年(2025年)　　月　　日

滋賀県知事　　三日月　大造　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

「令和７年度指定管理鳥獣捕獲等事業（効果的捕獲促進事業）捕獲業務（竜ヶ岳）」について、下記のとおり関係書類を添付して提案します。
記

1． 提出する企画提案書の構成
・企画提案書
・事業計画提案書（様式１）
・経費見積価格書（様式２）
・様式A,B
2． 提案事業者の概要

	本店または営業所の所在地
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	　℡　　　　　　　　　　　　FAX
　メールアドレス

	業種または活動分野
	

	参加要件：（実施要領６(5)および(6)）
・参加要件を確認するため、実施要領６(5)および(6)の要件が確認できる書類を提出すること（別紙様式A,Ｂ）。また、審査・評価を伴うため、以下の事項に留意し、記載すること。


	主な過去の実績（実施要領６(5)）
· 記載する過去の業務とは、令和２年4月1日から令和７年３月31日までの過去５年間に契約し、完了した業務とする。
業務実施体制（実施要領６(6)）
· 実施要領６(6)にある認定鳥獣捕獲等事業者の場合は様式Bに必要事項を記載する。鳥獣保護管理法施行規則第13条の６に該当する場合は、様式Bではなく、その事実が確認できる書類【①捕獲業務の実績（企画提案書を提出する時点から過去３年以内であり、かつ、企画提案書に記載する予定の捕獲方法に限る。）、②捕獲業務の実施体制（資格の所持、安全管理講習および技能知識講習受講の有無、予定管理責任者、損害賠償能力等について記載すること）、③安全管理規定（連絡体制図、救急救命に関する知識を有する事業事業者の適正な配置、猟具の点検に関する事項、（銃器を使用する場合には）銃器使用に関する事項、従事者の心身の健康状況把握に関する事項）④研修計画】を提出すること。


	「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業」への登録の有無、または次世代育成支援対策推進法に基づく基準適合一般事業主としての厚生労働大臣認定の有無
※「有」の場合　同認定通知書（滋賀県発行）または同認定通知書（労働局発行）の写しを添付
	有　・　無

	高年齢者就業確保措置について、労使協定の締結または就業規則の労働基準監督署への届出の有無
※「有」の場合　労使協定または就業規則の該当箇所の写しを添付
	有　・　無

	障害者の雇用の促進等に関する取組のうち、次のいずれかに該当すること。

・障害者の雇用に関する状況の報告義務がある事業者である場合　
法定雇用率の達成

※「有」の場合　令和７年６月１日現在の障害者雇用状況報告書の写しを添付

・障害者の雇用に関する状況の報告義務がない事業者である場合
障害者雇用の有無

※「有」の場合　その旨がわかる申立書（様式任意）を添付
・「しが障害者施設応援企業」の認定を受けていること。
※「有」の場合　同認定通知書（滋賀県発行）の写しを添付
・障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく基準適合事業主として厚生労働大臣の認定を受けていること。
※「有」の場合　同認定通知書（労働局発行）の写しを添付
	有　・　無

	「滋賀県女性活躍推進企業」の認証の有無、または女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく基準適合一般事業主として厚生労働大臣の認定を受けていること。
※「有」の場合　同認定通知書（滋賀県発行）または同認定通知書（労働局発行）の写しを添付
	有　・　無

	環境マネジメントシステムのうち、次のいずれかの認証・登録の有無。
①国際標準化機構が定めた規格ISO 14001に適合している旨の認証
②一般財団法人持続性推進機構（平成23年9月30日以前に登録・更新した場合は、財団法人地球環境戦略研究機関持続性センター）の実施するエコアクション21の認証・登録
③特定非営利活動法人KES環境機構の実施するKES・環境マネジメントシステム・スタンダードの登録
④一般財団法人エコステージ協会の実施するエコステージの認証
※「有」の場合　認証、登録証等の写し
	有　・　無


（様式１）

事　業　計　画　提　案　書

	事業名


	令和７年度指定管理鳥獣捕獲等事業（効果的捕獲促進事業）
捕獲業務（竜ヶ岳）


	実施期間


	令和　７年　　月　　日（　）～令和　８年　　月　　日（　）



	業務の具体的な内容

※ 枠が足りない場合は、Ａ４で各項目2枚程度にまとめ、別添とすること。

	１）業務に対する理解度
本業務の基本的な考え方や目的、課題について、記述すること。
２）捕獲方法等の提案
業務の実施計画及び実施方法およびその取りまとめ方法等を記述すること。
３）業務の安全対策
業務を実施する上で必要な安全管理と安全教育、安全対策の方法を具体的に記述すること。
４）業務の実効性（業務実施体制・業務実施フロー）
配置予定の責任者（管理技術者）を中心とした実施体制、業務実施フロー（スケジュール）を記述すること。
５）期待される効果
業務を遂行することで得られる効果・成果を記述すること。


（様式２）

経費見積価格書
（単位：円）

	経費区分
	内訳
	金額

	1.人件費　

　

小計
	
	円

	2.直接経費

小計
	
	円

	3.諸経費

小計
	
	円

	合計(1+2+3)


	円



	消費税
	円

	合計（税込み）
	円


様式３
滋賀県知事　様
所在地
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
滋賀県情報公開条例に基づく公開請求があった場合に、提案書類を公開することにより、今後弊社が事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害する部分及びその具体的な理由は次のとおりです
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         




	 公開すると支障が生じる
 書類（書類の頁・箇所等）
	支障が生じる理由・生じる支障の内容
を具体的に記入してください。

	
	


注）なお、提案者が当該提案者にとって利益を損なうおそれのある独自情報に当たるため、「非公開を希望する部分」として、本様式を提出した場合であっても、あくまで参考とするものであり、最終的には滋賀県情報公開条例に基づき、個別に公開・非公開を判断します。
実施要領６(5)
（別紙様式Ａ）
●令和２年４月1日から令和７年３月31日までにおいてセンサーカメラと誘引餌の両方を活用したニホンジカ捕獲業務の実績
	業務名
	１
	２
	３
	４

	契約金額
	
	
	
	

	履行期間
	
	
	
	

	発注機関名
住所
TEL
	
	
	
	

	業務の概要
	
	
	
	

	業務の技術的特徴
	
	
	
	

	管理責任者名とその業務担当内容
	
	
	
	


注１：本様式はA4版４枚以内とする。件数は適宜増やしてもよい。
注２：業務の概要および業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
注３：業務の内容や履行の完了を証明できる契約書、特記仕様書、成果品の一部または全部の写し等を添付すること。
注４：「管理責任者名とその業務担当内容」の欄は、様式Ｂの⑦（に記載される予定管理責任者との関連性を確認するためのものであるため、必ず記載すること。

実施要領６(6)
（別紙様式Ｂ）
●認定鳥獣捕獲等事業者（業務実施体制）
	1 認定証番号：

	2 認定証交付年月日：


	3 有効期間：

	4 事業者名：

	5 住所：

	6 代表者氏名：

	7 本業務における業務管理責任者（予定）：

	8 捕獲方法および対象とする鳥獣の種類：


	9  捕獲従事者数：　　　　　　　　　　　　　名
うち、銃　ライフル　のべ　　　　　名
散弾　　のべ　　　　　名
うち、わな　　　　　のべ　　　　　名


	10  救命救急講習受講者数：　　　　　　　　名

	備考



注１：登録を証する書面（認定証等）の写しを添付すること。
注２：登録されている捕獲従事者名簿の写しを添付すること。
注３：予定管理責任者は複数の者が、役割を分担してもよい。
＊本様式はA4版１枚に記載すること。
